
 

 

地域の団体が設置する街頭防犯カメラの設置費用助成 

（地域における見守り活動支援事業） 

予算額 １８，１７２ 千円 

 
目的・概要 

区では、防犯カメラの設置を行った区内の地域において年間の犯罪件数が設置前に比べ

減少しています。また、事案解決の糸口を見出した事例も多くあることから、区民の体

感治安向上に寄与するものであり、今後も設置需要に応え、生活安全対策の一環として

設置を推進していきます。 

 
内容 

 町会・自治会や商店会等の地域団体が防犯設備（街頭防犯カメラ）を設置する場合に、

東京都の同事業と連動して一定の条件の下で設置費用の一部助成を行うものです。 
 
 ○平成２８年度は、５地区６１台に対する助成を予定 
 
 
 

担当所管 

■ 危機管理室 生活安全課 直通電話 03-5722-9667 

              内線番号（2161） 

安全・安心なまちづくりの取組 
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地域の団体が設置する街頭防犯カメラの維持管理費用助成 

（防犯カメラ維持管理費助成事業） 

予算額 ９６４ 千円 

 
目的・概要 

防犯設備設置団体からの要望が多く寄せられている維持管理費用の一部を助成すること

により、安定した防犯設備（街頭防犯カメラ）の維持管理を推進するともに、設置を検

討している団体への設置推進を図るものです。 

 

 
内容 

 複数の防犯設備設置団体からの要望のある電気料金の一部を定額で助成するとともに、

今後発生する可能性のある、街頭防犯カメラ移設工事や故障時の部品交換など特段の事

情があると区長が認めた維持管理経費について、費用の一部を助成するものです。 
 
 ○平成２７年度末設置台数４２４台を助成予定対象 
 

担当所管 

■ 危機管理室 生活安全課 直通電話 03-5722-9667 

              内線番号（2161） 

安全・安心なまちづくりの取組 
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避難所に女性・子ども等が必要とする物資を配備、投光機のＬＥＤ化 

（避難所機能の充実） 

予算額 ４２，１９４ 千円 

 
目的・概要 

避難所における良好な生活環境整備として、とりわけ女性や子どもの視点で必要とされ

る防災物資を配備します。また、避難者の不安軽減と防犯対策も考慮して、地域避難所

に配備しているハロゲン投光機をＬＥＤ投光機に交換して台数も増やします。 

 
内容 

目黒区の地域避難所には、避難所を開設する際に必要な物資を備蓄しています。女性が

授乳や着替えなどでプライバシーを確保できるためのテントや子ども用の防災物資（幼

児用便座カバー、おんぶ・だっこ紐等）を配備します。また、避難所での照明器具とし

て使用する投光機について、ハロゲン製品から消費電力が少なく明るいＬＥＤ製品に入

れ替えを行い、台数を１１台から２０台に増やします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＬＥＤ投光機の配備は３８か所の地域避難所を平成２７～２８年度の２か年計画で更新

します。 

 

担当所管 

■ 危機管理室 防災課 直通電話 03-5723-8488 

            内線番号（6221） 

夜間訓練における投光機によ

る照明の確保（画像はハロゲ

ン投光機です。） 

テントはイメ

ージ画像です。 

安全・安心なまちづくりの取組 
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平成 20 年度及び 21 年度に区が設置した住宅用火災警報器の更新 

予算額 ２７，２１３ 千円 

 
目的・概要 

平成２０年度及び平成２１年度に、６５歳以上のみの世帯及び障害者を含む世帯を対象

に区が設置した住宅用火災警報器を更新します。 

 

 
内容 

 本区では、平成２０年度及び平成２１年度に、６５歳以上のみの世帯及び障害者を含む

世帯の方を対象に住宅用火災警報器を１世帯に１台、合計約１万台設置しました。その

際設置した住宅用火災警報器は、概ね１０年間使用できるものですが、更新時期が近づ

いてきたため、平成２８年度及び平成２９年度の２か年計画で順次更新し、火災の早期

発見、逃げ遅れや被害拡大の防止を図っていきます。 
 
 

                    

 
 
 
 
 
 

担当所管 

■ 危機管理室 防災課 直通電話 03-5723-8700 

            内線番号（6211） 

安全・安心なまちづくりの取組 
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区民の防災士資格取得助成制度拡充、区職員の防災士資格取得促進 

（地域防災力の向上（防災士支援）） 

予算額 ４，２９４ 千円 

 
目的・概要 

地域の防災リーダーを育成するため、平成２４年度から実施している区民の防災士資格

取得助成制度を拡充します。また、災害発生時の初動体制を強化するため、区職員の防

災士資格取得を促進していきます。 

 

 
内容 

 １ 区民の防災士資格取得助成制度の拡充 
   本区では、防災士資格を有する地域防災リーダーを育成するため、防災区民組織等

からの推薦がある方に防災士研修講座受講料及び資格取得試験受験料を助成してい

ます。平成２８年度からは、これまで本人負担となっていた資格認証登録手数料や

普通救命講習テキスト代についても助成対象とし、さらに防災士資格取得の支援を

行っていきます。 
 
 ２ 区職員の防災士資格取得の促進 
   災害に関する知識や応急対応に対する意識の向上を図り、発災時の初動体制を強化

するため、夜間・休日等も震度５弱以上の地震で地域避難所などに参集する第１非

常配備態勢要員や、庁外施設で初動対応に従事する職員などを対象とした防災士研

修講座を開催し、平成２８年度に５０人の防災士資格取得を促進していきます。 
 
  ◆防災士とは 
   特定非営利活動法人日本防災士機構が認証する資格で、防災に関する相当程度の専

門知識を持ち、地域や職場等で防災リーダーになり得る多数の人材を養成すること

により、自助・共助による地域防災活動の推進を目的としています。 
 

担当所管 

■ 危機管理室 防災課 直通電話 03-5723-8700     

            内線番号（6211） 

安全・安心なまちづくりの取組 
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防災アプリの地図情報更新と外国語対応 

予算額 ３，９５３ 千円 

 
目的・概要 

平成２５年度に作成した防災アプリの地図情報を更新するとともに、外国語での対応を

図っていきます。 

 

 
内容 

 防災アプリ「目黒区防災マップ」では、災害時にインターネット通信ができない状態で

も、現在地（目黒区内）から最寄りの避難所までの案内や、ＡＥＤ（自動体外式除細動

器）設置公共施設などを表示することができます。平成２８年度は、あらたな防災情報

を加えるなど地図情報を更新し、あわせて防災アプリの外国語による対応を図り、目黒

区に在住及び来訪する外国人の方へ必要な情報を提供していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                       

【防災アプリのイメージ】 

     

 
 

Ｍ Ａ Ｐ 
ＧＵＩＤＥ 

担当所管 

■ 危機管理室 防災課 直通電話 03-5723-8700 

            内線番号（6211） 

安全・安心なまちづくりの取組 
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大規模地震後の通電火災抑制に向けた感震ブレーカー設置助成 

（感震ブレーカー設置支援事業） 

予算額 ４，０００ 千円 

 
目的・概要 

木造住宅密集地域における大規模地震後の通電火災抑制のため、感震ブレーカーの設置

を支援します。 

 

 
内容 

 阪神・淡路大震災や東日本大震災で発生した火災では、電気を原因とする火災が約６割

あったといわれています。このため、防災上の課題が特に大きい木造住宅密集地域にお

ける大規模地震後の通電火災発生の抑制を目的として、感震ブレーカーの設置助成を実

施します。 
 
 
  ◆感震ブレーカーとは 
   一定の揺れを感知した場合に、自動的に通電を遮断する器具です。 
 

担当所管 

■ 危機管理室 防災課 直通電話 03-5723-8700 

            内線番号（6211） 

安全・安心なまちづくりの取組 

16



 

 

災害時要配慮者の安否確認や避難生活支援の装備を整備 

（災害時要配慮者支援対策） 

予算額 ５，２８９ 千円 

 
目的・概要 

災害時に、要配慮者に対し実効性のある避難支援及び避難生活支援がなされるよう、必

要な事前対策を行います。 

 
内容 

 救助活動では生死を分けるのは発災後３日間と言われています。区の要配慮者支援対策

では、３日間にできるだけ多くの要配慮者の安否確認を行う必要があることから、組織

的に地域避難所を拠点とした安否確認等を行うこととしています。 
民生・児童委員や介護事業者、地域住民等により編成されたチーム（支援者）が、避難

行動要支援者名簿を活用し安否確認や避難生活支援を行うため、活動に最低限必要な装

備を２８年度から２か年で整備していく予定です。 
 また、要配慮者支援訓練を実施していきます。 

担当所管 

■ 健康福祉部 健康福祉計画課 保健福祉計画係 直通電話 03-5722-9406 

                        内線番号（2811） 

安全・安心なまちづくりの取組 
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沿道建築物の不燃化を促進（都市防災不燃化促進事業） 

予算額 ７４，７５４ 千円 

 
目的・概要 

本事業は、特定整備路線である都市計画道路補助 46号線の整備に合わせて、沿道建築物

の不燃化等を促進し、広域避難場所（林試の森公園・東京工業大学）への安全な避難路の

確保と、延焼遮断帯の形成を図ります。 

事業区域は、現在事業中の「目黒本町五丁目地区」及び、平成 28年度から事業を導入す

る「原町一丁目・洗足一丁目地区」の２地区となります。補助 46号線沿道において不燃

化建替を促進し、燃えないまち、燃え広がらないまちの実現を目指していきます。 

 
内容 

東京都が推進している「木密

地域不燃化 10 年プロジェク

ト」では、延焼遮断帯を形成

する主要な都市計画道路の整

備と不燃化特区制度により、

平成 32 年度までに主要な都

市計画道路の整備 100％、不

燃領域率 70％を達成するこ

とを目標に、木密地域を、燃

え広がらない・燃えないまち

とすることを目指しています。 

都市防災不燃化促進事業によ

り、都が施行している補助 46

号線道路整備と連携して、沿

道両側 30mの区域における不

燃化促進を図り、延焼遮断帯

が形成されることで、大規模な市街地火災を防ぐことができます。また、震災時の安全

な避難路の確保や、救急・救援活動の円滑化などの効果が期待できます。 

平成 28 年度からは、街づくりのルールである地区計画等を策定（平成 27 年 12 月）した、

「原町一丁目・洗足一丁目地区」において、新たに都市防災不燃化促進事業を進めてい

きます。 

担当所管 

■ 都市整備部 都市整備課 住環境整備係    直通電話 03-5722-9657 内線番号（2926） 

■ 街づくり推進部 地区整備計画課（西小山地区）直通電話 03-5722-9672 内線番号（2923） 

 
向原小学校 

第九中学校 

安全・安心なまちづくりの取組 
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歩道の段差解消及び舗装改良によるバリアフリー化推進 

（歩道のバリアフリー化推進） 

予算額 １６，４４３ 千円 

 
目的・概要 

誰もが日々の生活における移動を円滑に行えるよう、歩道の段差解消及び舗装改良を行

います。 

 
内容 

高齢者や障がい者等が安全に安心して通行できるよう、目黒区交通バリアフリー基本構

想、目黒区立施設福祉環境整備要綱及び東京都福祉のまちづくり条例に基づき、歩道内

の車が乗り入れする部分、車道へ渡る部分、横断歩道に渡る部分などについて、縦断勾

配及び横断勾配の改善を図ります。あわせて、歩道路面を透水性の舗装に改良します。 

 

担当所管 

■ 都市整備部 土木工事課 土木計画係 直通電話 03-5722-9764 

                    内線番号（3171） 

安全・安心なまちづくりの取組 
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電線類を地中化して、防災機能を強化し安全で快適な歩行空間を創出 

（電線類の地中化） 

予算額 ９，６９７ 千円 

 
目的・概要 

防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の創出、良好な都市景観形成のため、電線類の

地中化を推進します。 

 
内容 

電線類の地中化を推進するため、目黒区電線類地中化整備基本方針に基づき、優先整備

路線の１つとしている東邦大学大橋病院前の路線について詳細設計を行います。 
 

 

担当所管 

■ 都市整備部 土木工事課 土木計画係 直通電話 03-5722-9764 

                    内線番号（3171） 

安全・安心なまちづくりの取組 
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呑川本流緑道雨水桝等設置工事（雨水排水機能強化） 

予算額 ９，７２０ 千円 

 
目的・概要 

呑川本流緑道の雨水排水機能強化のための工事を行います。 

 
内容 

呑川本流緑道の雨水排水は、土系舗装によって浸透しています。しかし、近年の集中豪

雨では、緑道内で浸透しきれない雨水が道路に流出しています。 
 このため、緑道内にＵ字型側溝や雨水桝を設けることにより、雨水排水機能を強化する

とともに、緑道利用者の利便性向上を図ります。 
 
 

 

担当所管 

■ 都市整備部 みどりと公園課 公園計画係 直通電話 03-5722-9745 

                      内線番号（3241） 

施 工 例 

安全・安心なまちづくりの取組 
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民間建築物の耐震化促進（耐震診断・耐震改修助成など） 

予算額 ４２３，４４７ 千円 

 
目的・概要 

区では基本計画で施策とした「災害に強い街づくりの推進」、平成 20 年 3 月に策定（平

成 25 年 3 月改定）した「目黒区耐震改修促進計画」に基づき、旧耐震基準(昭和 56 年 5

月 31 日以前)で建築された住宅等を対象として、耐震診断・耐震補強設計・耐震改修の

助成制度のほか耐震化支援策を実施しています。建築物の耐震化は所有者・管理者自ら

が行うことを原則としていますが、建築物の倒壊は避難の安全確保や救助活動の妨げと

なり、地域の問題でもあることから、建物所有者等の負担軽減を図るため、区として支

援を行うものです。 

 
内容 

28 年度耐震化支援事業として、木造住宅等耐震診断・耐震補強設計・耐震改修助成、非

木造耐震診断・耐震補強設計・耐震改修助成、木造住宅除却助成、耐震シェルター等設

置助成、耐震相談窓口及び木造住宅等アドバイザー派遣、マンションアドバイザー派遣、

がけ・擁壁改修助成、特定緊急輸送道路沿道建築物助成制度を実施し耐震化を支援しま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

担当所管 

■ 都市整備部 建築課 耐震化促進係  直通電話 03-5722-9490 

                   内線番号（3387） 

安全・安心なまちづくりの取組 
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空き家実態調査 

予算額 １７，７８０ 千円 

 
目的・概要 

平成２７年５月、空家等対策の推進に関する特別措置法が全面施行され、区市町村にお

いて空家対策計画を策定すること等が求められています。区内の空き家の現状を把握す

るために実態調査を行います。 

 
内容 

 目黒区全域の戸建て家屋を対象として、空き家の調査を実施します。使用の有無や老朽

危険度等建物の状況について実態調査を行います。 
 調査の結果空き家と判断された建物については、所有者を登記簿情報等で特定し、アン

ケートを送付して、維持管理の状況や利活用に向けた意向を調査します。併せて、空き

家の適切な管理等について、所有者に対する啓発活動を行う予定です。 
   

担当所管 

■ 都市整備部 住宅課 居住支援係 直通電話 03-5722-9878     

                  内線番号（2981） 

安全・安心なまちづくりの取組 
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小学校全２２校の通学路に防犯カメラ設置（２８年度完了） 

（通学路防犯設備整備事業） 
 

予算額 １８，０００ 千円 

 
目的・概要 

学校、地域等が行う通学路における児童の見守り活動を補完し、通学路における児童の

安全確保に資することを目的とし、通学路防犯設備整備事業を進めます。 

 
内容 

近年、小学校の通学路における児童の登下校中の事故や事件などが各地で発生しており、

安全で安心な通学路の対策強化が喫緊の課題となっていることから、東京都は、小学校

の通学路に防犯カメラを整備するための通学路防犯設備整備補助事業を 26年度から予算

化しています。 

区ではこの補助事業を活用して、26 年度から 3 か年計画で小学校の通学路への防犯カメ

ラの整備を進めてきました。28 年度は計画の最終年度で、小学校 10 校を予定しており、

本年度で小学校全 22 校の整備を完了します。 

 

年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 計 

対象校 ２校 １０校 １０校 ２２校 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
担当所管 

■ 教育委員会事務局 学校運営課 学事係 直通電話 03-5722-9304 

                     内線番号（3541） 

安全・安心なまちづくりの取組 
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天井非構造部材落下防止対策 

予算額 ９４，１０６ 千円 

 
目的・概要 

大規模空間を有する施設における、発災時の施設利用者の安全と地域避難所機能を確保

するため、非構造部材の落下防止対策を行います。 

 
内容 

平成２８年度については、以下の施設を対象とします。 

① めぐろ学校サポートセンター 
めぐろ学校サポートセンターの構成施設である体育館の天井等落下防止対策工事を

行います。 
② めぐろ区民キャンパス 

めぐろ区民キャンパスの構成施設である八雲体育館の天井等落下防止対策工事を行

います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

担当所管 

■①教育委員会 めぐろ学校サポートセンター 事務係 直通電話 03-3715-1531 

■②教育委員会事務局 八雲中央図書館 庶務係    直通電話 03-5701-2793 

安全・安心なまちづくりの取組 
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白紙のページです。
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